



















(1) 1838年に A.A. Cournot が明らかにした独占理論（Cournot,A. A., Recherches 
sur les principes mathematiques de la th/Jorie des richesses, 1838. この書は，例え
ば， 1924年に H.Waentig編の Sammlungsozialwissenschaftlicher Meinster, Bd. 
24，でドイツ語版として発行された。 Cournot, A. A., Untersuchungen uber di・e
mathematischen Grundlagen der Theorie des・ Reichtums, 1924.）を1930年代には，
J. Robinson, E. H. Chamberlin, R. Triffin やその他の論者が市場形態論の観点か






近方法を，例えば， M. Kalecki, A. Mitra, E. Preiser, A. Stobbe, U. Gruber, D. 
Marioなどは J.M.Keynes 以来発展した巨視的経済の領域にも適用することによ
って独占度概念と所得分配との相互関係を明確にしようとした。
Robinson, J., The Economics of Imρer Ject Competition, 1st ed., 1933, 2nd ed., 
1948. Chamberlin, E. H., The Theory of Monopolistic Competition. A Re-orienta-
tion of the Theory of Valu,e, 1st ed., 1933, 8th ed., 1962 ; Ditto，“Monopolistic 
Competition and the Productivity Theory of Distribution，二 inExplorations in 
Economics, 1936, pp. 237-249. 以上には翻訳書がある。 Triffin,R., Monopolistic 
Competition and General Equilibrium Theory, 1st ed., 1949, 7th ed., 1962. Fellner, 
W., Competition Among the Few, 1949. Krelle, W., ,,Unbestimmtheitsbereiche in der 
Preisbildung als Erkl益rungsgrundfir Anderungen der EinkommensvertPihmg“， in 
Schneider, E. (hrsg.), Beitrage zur Theorie der Produktion und der Einkommens-
verteilung, 1956, s. 61-96 ; Derselbe, Preistheorie, 1961 ; Ders., ,,Unbestimmt-
heitsbereiche beim DyopolヘJahrb.f. Natδh u. Stat., Bd. 175, 1963, s. 232-
236. Ott, A. E., ,,Zur dynamischen Thorie der Marktformen＇ら Jahrb.f. Natok 
u. Stat., Bd. 167, 1955, s. 1-32; Ders., Marktform und Verhaltensweise, 1959; 
Ders., ,,Preis-Absatzfunktionen beim unvollkommenen Oligopol", Weltwirtschaft-
liches Archiv, Bd. 88, 1962 I, s. 287-307 ; Ders., ,,Gewinnmaximierung, 
Reaktionshypothese und Gleichgewichtsgebiet beim unvollkonunenen Dyopol“， 
Jahrb. f. Natok. u. Stat., Bd. 175, 1963, s. 428-440; Ders.，”Preis-Absatzfunk-
tionen beim Oligopol. Eine ReplikぺWelt叩. Archiv, Bd. 90, 1963 I, s. 115-
120. Kalecki, M.，“The Determinants of the Distribution of National Income，二
Economica, 1938, Vol. 21, pp. 97-117; Ditto，“The Distribution of the National 
Income", in Ditto, Essays in the Theory of Economic Fluctuations, 1939, pp. 13-
41; Ditto, Theory of Economic Dynamics, 1954; Ditto，“Class Struggle and the 
Distribution of National Income，’Kyklos, Vol. 24, 1971, pp. 1-9. Mitra, A.,. The 
Share of Wages in National Income, 1954. Preiser, E., W achstum und Einkommens-
verteilung, 1961. Stobbe, A., Untersuchungen zur makrookonomischen Theorie der 
Einkommensverteilung, 1962. Gruber; U., ,;Einkommensverteilung und Monopol-
gradヘJahrb.f. Natok. u. Stat., Bd. 176, 1964, s. 492-522. Mario, D.，“The 
Degree of Monopoly in the Kaldor-Mirrlees Growth Model，’ R. E. S., Vol. 36, 







は，例えば， A.Mitra, U. Gruberの分配論のように，利潤極大化原理（ここで
は， Cournotの点の実現化も含めている。〉にもとづく独占理論的分配論であるO



















(2) Mitra, A., op. cit. Gruber, U., a. a. 0. 




















第1の独占度概念の意味は， A. P. Lernerによって初めで示されたものであり
(Lerner, A. P., “The Concept of Monopoly and the Measurement of Monopoly 







産条件から構成される独占度（Gruber,U., a. a. 0., s. 521.）を用いて分配モデルに
内包させることが必要である。このような解釈をすれば，第1の独占度概念は企業者
が利潤極大を実現できない場合に対してもあてはまる概念である。この場合として
は， Lernerや Kaleckiの独占度の定数から伺うことができる（Lerner,A. P., op. 
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cit., p. 108-109. Kalecki, M., op. cit., 1939, pp. 18-19.) 
第2の独占度概念は，例えば， Stobbeや Gruberにみられるものである（Stobbe,






















アップ率を定式化している（Preiser,E., a. a. 0., 2. Au日.， SS. 14-28, SS. 51-55. 
Stobbe, A., a. a. 0., s. 75. 
第3の独占度概念の意味は，例えば， Preiserにみられるものであり，独占度は，
「1つの与件の性格」をもっている「構造的勢力関係」（str叫cturellenMachtverhalt-
nissen）に対応する利潤分配率を意味する（Preiser,E., a. a. 0.，前者が s.25，後
者が s.46.）。これまで分配には関係なく定量化できる独占度の定義がなかったので，
第3の独占度概念のような解釈をしても，それはその実質的な内容をもった概念で、は
ないと考えられている（例えば， Schumpeter,J.’”Das Grundprinzip der Verteilungs-
theorie“， Archiv fur Sozialwissenschaft und Sozialpolitik, Bd. 42, 1916, s, 
1-88, besonders s. 21.）。この説明は， 「与件」を「長期的な平均値」｛Preiser,E., 



















れる（Preiser,E.げ DistributionI (Theorie)", Handw5rterbuch der Sozial叩issen-







とである」と述べている（Scitovsky,T., "A Survev of Some Theories of Income 
Distribution”， in National Bureau of Economic Research (edふTheBehavior of 



































































I. F. Miinnich分配モデルの 1つの拡充
この節において取り上げる F.Miinnichの分配モデ、ルは，「出発点として 2











(5) Miinnich, F., Die langfristige Entwicklung der Junktionalen Einkommensver-
teilung, 1966, s. 73-126, besonders s. 73. Findlay, R.，“Economic Growth and the 
Distributive Shares’二 R.E. S., Vol. 27, 1959-60, pp. 167-178. 


























































(8) Meade, J. E., A Neo-classical Theory of Economic Growth, 1961, pp. 123-
125.翻訳書がある。
(9) Miinnich, F., a. a. 0., s. 78-79. 
側 Miinnich,F., a. a. 0., s. 80. 










Xi, Ki, Ni(i = l, 2）はそれぞれ部門1と部門2における純生産量，資本投入
量および労働投入量であるとすれば，
(1) X1=X1(K1,N1) 
(2) X2=X2(K2, N2) 
生産画数（1), (2）の特徴は，次の 3つの条件によって近似的に示される。
aX・ aX・ 
(3) 一一L ------=.!.__ > 0 ' i = 1, 2 
a Ni ’a Ki 
a2x. 月2x.
(4) 一一一L 一寸LくOam ’an. i 
a2Xi a2x. 
(5) 一一一一 一一一一仁＞O
aNiaKi ’ aKiaNi 
最適な要素投入配分のための条件は，
aX, aX2 





的分配とを区分した分配のことを意味する。後者の分配様式を L.L. Pasinetti ・は制
度的（Institutional)分配と呼んでいる。 Pasinetti,L. L.，“Rate of Profit and In-
come Distribution in Relation to the Rate of Economic Growth", R. E. S., Vol. 







ことが成立しなければならなし、o Jを賃金率， fを利子率， Piを部門1の財価
格，あを部門2の財価格とすれば，
乃X ax~ 
(7) l ~一一」－p ~－ーにあ- 0N1 i-0N2 
ax, ax。






dX2 Pt aN2 aK2 











賃金取得者の消費性向 CL と利潤取得者の消費性向 CGにもとづいての所得取
得者から消費される cLL, c9Gいかんによって決定される。いま， この消費
cLL十c9Gが生産価値 P1X1tこ等しいとおけば，次式が成立するo






(12) L=L, +L2 
利潤Gは部門1の利潤 G，と部門2の利潤 G2から成り立つとすれば，
(13) G =G, +G2 
部門1と部門2のそれぞれの賃金 L,,L2, は賃金率 J，部門1の労働投入
量 N，部門2の労働投入量 N2から成り立っとすれば，













rax1 ax1 1 r ヨV 合x 1 
白O p,X,=cLt前ρ，N，＋研r;-P1N2j 十 Caほ~p,K ， 十夜十 P1K2}
側式をあで除し，（18), (19）式を用いれば，部門1の純生産量x，が得られる。
0X1 0X1 
(21) x I~ ---2_ N十C一 ＇：＿！＿K-cL aN, a aK, 
以上の基本モデ、ルは，式15(1), （却，（6)' (7)' (8)' (10), (1), （ロ：）， (13), (14），間，
(16), 仕切， 倒， (19), 変数15(X" X2, N,, N2, N, L,, L2, L, G,, G2, G, 















(23) y =1うー＿"-_l_N＋ρ一一KI 0N1 I 0K1 
ω，附ミら，賃金分配率すが導びかれるo
0X1 
0K1 , K αー 一一一 円ー~ 0X1 ， ι－N (24) .~ 1 y -1＋αk 
0N1 
















L ., 巨視的経済における賃金分配率一－v：.対しては，次式が成立するOy 
L L1 Y1 L2 Y2 ω 一一一一一一一十一一一一一Y ~ Y1 Y Y2 Y 
L この式によれば，経済全体の賃金分配率一ーは，社会的生産物に対する部門y 
Y1 [ L1 Y1 
lの生産物（財）の比率一ーで荷重した部門1の賃金分配率γLの価｛盲一一一一
y 1 l Yー1 Y y 
と社会的生産物に対する部門2の生産物の比率一＿L_で荷重した部門2の賃金分y 




L1 L2 ., であるから紛式においても比率￥－；－とγτはともL一定であり，従って，消費
Y, y向





















γl dP1 X1 




































ω式に（31)' (32)' (3)' (18）およびω式を代入して得られる式の両辺を ρlで除し
て整理すれば，部門1の純生産量 X1が得られるO
(34) x I=__!Le_!_( CL __g& N + Cg__g& 〕
η1-cx ¥ aN1 oK, ) 
この式において， ηl→∞の場合，あるいは，独占利潤取得者の消費性向が1
の場合（cx=l）には，完全競争の場合と同様な均衡条件ω式が得られる。
1つの財市場に独占が存在する場合のモデ、ルの体系は，式16(1), (2), (6), 
ωω，ω，ω，（ロ），側，（14),u日，。。，（r札（おP, u~札（31）），変数16 ex i, X2, Ni, 
N2, N, Lt> L2, L, Gi, G2, G, Gx, l, r, p1，あ〉であるから完全な体




0X1 I 1 ¥.., 










l 1 8K1 1 6司 一三一＝〆 、 一一ーム－ k＝τ7 y ( ＼， α＝ ax， ， ι 1¥/ 
.I (1＋一三L )(l+ak) - 1¥/ 
＼万1-cx) <JN, 












































ω 1 ~ ax 1 P1 ~ ax2 P2 --a万~ 1 --a刃~ 1 
I 1十一一一 一 1十一一
εAεA 
側，（8）式によれば，最適の要素投入のための条件も修正されることになる。
1 すなわち， ω式を（8）式で除せば，一一一と同様に価格は侭下することになるOl＋εA 
労働市場が需要独占的構造をもっている場合には，循環的分析の均衡条件を
導く場合にどうしても考慮しなければならない所得が新たに生じるO この所得







0X1 P L一一一一 1. (N1+N2) - 0N1 1 
I 1十一一一
εA 




1 I 0X1 合x ¥ (41) Gx= （一一－P1N1十一一Lp2N2)
1 ¥ 0N1 0N2 J 1十一一、 ， 
eA 
この式において注目すべきことは，完全競争の場合には，すなわち，労働力





I CL . Cx ¥ ax ヨY
(42) X1 = { 十一一－＼一一ムN+cG___:_l_K 
1 I 1 寸 l+eA) 0N1 0K1 
¥ 1＋一一－ I 、 εA I 
このω式は，均衡条件をあらわし，労働の生産弾力性 u が無限大に限りな
く近づくとき（eA→∞〉に成立するO また，賃金取得者の消費性向 CL に独占












aX1 1 .. 




産面から導びくことiこするO 帥， ω，ω式を総計して得られる式へU7), (18）式を
代入すれば，
(4) 











（扮，（8)' (28), (29），也），側， U4-), U日，側， U7), (18), U9), (41), 変数16(2.の修正
モデ、ルの16変数と同じものである。） Y, K1, K2, K, cL, co, cx, e.aはすべ
て，所与かっ一定であるO
L 労働力が需要独占的に搾取される場合の賃金分配率一ーは，側， ω式から導y 
び、かれるO 。X1. 1 .. 






















W む す び
前節までの考察において，基本モデ、ル，拡充したモデル1およひ、拡充したモ
デ、ル2におけるそれぞれの分配決定式と分配決定要因を明らかにすることがで
きた。さらに，この要因の変化が所得分配にいかなる影響を及ぼすであろうか
についても明らかにすることができた。
小論で展開したモテ、ルはさらに様々な角度から拡充できるいくつかの可能性
をもっているO この可能性は他面においてモデ、ルの残された問題点を示唆して
いる。
第 1に，経済全体および部門別所得分配率のありとあらゆる決定要因を分析
するためには，モデ、ルのような CobbーDouglas画数に限定する必要はなく，特
殊化した生産画数にもとづいて分析することが必要である。
第2に，モデ、ルの動学的分析を行なうためには，モデ、ルの体系内に内包され
-106~ 
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る様々な接近方法や経済諸量を成長率の形式であらわすことが必要であるO
第3に，モデ、ルの体系内において要素供給が生産期間内で可変的であること
は仮定することができる。要素価格関係と労働供給との相互関係は，経済成
長・発展に伴う所得の増加につれて労働供給の逼迫は低下するから，時の経過
につれて変化するものであるO 労働力の供給が要素価格関係に依存することは
モデ、ルの体系内で、は注目に値することである。この場合，新しい限界代替率と
最適の要素投入配分の条件は極めて複雑なものにならざるをえなし、。
第4に，財（最終生産物〉に対する需要行動と生産要素に対する供給行動
は，例えば，各所得取得者が所得や資産の支出を行なうという意味の要素量が
扱われるような序数的効用画数を導入する場合には，多少なりとも新しい角度
から説明することができると思われる。このような効用画数の形状とそのパラ
ミターは，各所得取得者の市場行動のみならず生産物需要画数や要素供給画数
いかんによって決定することができるように思われる。この場合，要素供給の
価格弾力性をいかにして決め，それにいかなる値を仮定するかが極めて困難な
問題となってくるO
第5に，モデ、ルの需要行動はさらに理論的に考察を進めることができるはず
であるO 例えば，各所得取得者の消費性向が所与であるとし、う仮定はその消費
性向が財価格に関連すると考えれば，この仮定の存在それ自体が代替効果を改
めて考えさせることになるO この代替効果に関する内生的な考え方は，需要の
価格弾力性を従来とは異なった観点から扱わなければならないことを意味す
る。しかし，このような扱い方をしても，需要の価格弾力性は巨視経済的な実
証的経験から得られそうもないから，それを得るためには，各財に一定の消費
性向を予想するような消費画数を導入すると同時に，やはり需要画数も導入す
ることが必要であるO この場合でも，需要画数の形状やそのパラミターに関す
る仮定がどの程度の現実妥当性をもっているかどうかが問題にならざるをえな
L、。
第6は，小論のモデ、ルのような2部門モデ、ルは現存する経済社会の極めて多
-107ー
様多元的な複雑な構造を反映するものでは決してないのであるが，それを反映
するような現実妥当性をもっている多部門モデ、ルを構成することは，非集計化
とし、う接近方法を用いるとしても，とうてい不可能なことであるO その上，そ
れに関連する統計資料には価格弾力性や各消費性向を考慮したものがみられな
いのである。この点もモデ、ルの現実妥当性を高められない1つの制約条件にな
っている。
第7に，モデ、ルの体系内に金融的要因を導入することが必要である。とく
に，金融的要因の作用経路を考慮したモデ、ルの一般的相互関係を検討すること
は，金融的要因の変化が所得分配にいかなる影響を及ぼすかについて考察する
場合に重要なことである。
第8に，モデ、ルで、は仮定によって無視したが，やはり政府の経済活動，なか
んづく，所得の再分配問題について多角的に考察することが肝要である。モデ
ルの体系内に政府部門を導入することは，政府の役割が増大している現代資本
制経済の混合体制において極めて重要な思考である。この場合，何よりもまず
所得の再分配様式の扱い方，所得所有形態や所得分布の把握の仕方が必要であ
る。さらに，租税画数の導入の方法，例えば，各所得取得者の消費や労働意欲
に影響を及ぼす広義の消費税や個人所得税の補整的操作，民間投資に影響を及
ぼす法人税の補整的操作，各種の租税負担率，利子・配当課税，相続課税，土
地・その他の不動産の財産課税などの導入方法を公正としづ経済の基本目的の
観点から，どのようにすればよいかが大きな問題である。さらに，政府消費，
積極的な補整的財政措置としての公共投資支出，消極的な補整的財政措置とし
ての社会保障的税転支出なども考慮し，以上のような諸要因と所得分配との極
めて複雑な相互関係を検討していくことが必要である。
いずれにしても，小論で考察した 1つの独占理論的分配モデ、ルは，独占理
論，ケインズ派分配理論，限界生産力説を修正した新古典派分配理論の3つの
相異なる分配論的接近方法の核心を的確に把握し，これらの接近方法の綜合化
を試みることによって所得分配の重要な決定要因を明らかにし，ひいては所得
-108-
分配の本質的な問題を解明しようとしたものであるO この点が他ならぬ小論の
意図したところである。小論のような分配論的接近方法，分析方法，分析用
具，理論構造，理論的帰結も現代資本制経済における所得分配の最も基本的な
問題を把握するのに役立つと考えるO
-109ー
